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令和５年度 第２２回庁議要旨 

日時：令和６年２月１４日（水） 

午後２時～午後２時３５分 

会場：庁議室 

[審議事項] 

１ テラチャージ株式会社とのカーボンニュートラルに関する連携協定の締結について（市民生活部） 

 本市では、２０５０年までのカーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギー等の利用促

進に取り組んでおり、新たな取組として、テラチャージ株式会社（旧テラモーターズ株式会社）より、

公共施設へのＥＶ充電インフラの共同設置について提案を受け、これまで公共施設９施設に１８基のＥ

Ｖ充電インフラを設置した。 

引き続き、カーボンニュートラルの実現に向けた取組を連携して行っていくため、連携協定の締結に

向けた協議を進めてきた。 

 同社との協議が整ったことから、カーボンニュートラルに関する連携協定を締結し、相互の連携・協

力のもと、環境問題への意識啓発に繋がる地域づくりを目指す。 

 

(1) 主な内容 

  ア 協定内容 

①地域のカーボンニュートラルに向けた取組に関すること 

②ＥＶの普及促進に関すること 

③公共施設へのＥＶ充電インフラの設置及び管理に関すること 

 イ 協定締結期間 

  協定締結の日から１０年間（１年間ごとに自動更新）とする。 

 

(2) 今後の予定 

  令和６年３月２１日 協定締結式 

 

２ （仮称）大橋保育園の民間誘致による設置について（保健福祉部・教育委員会） 

 令和５年２月に策定した「第２期石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画（以下「再編計画」

という。」）」に基づき、将来的にも安定した保育需要量が見込まれる地区における公立施設の民営化事業

として、水押保育所、水明保育所、住吉幼稚園を廃止し、新たな保育施設を設置することとしている。 

なお、再編計画において、住吉幼稚園の後継施設としては、１号認定こどもを受け入れられる旧市内

唯一の公立施設である、湊こども園とする変更を行う予定としている。 

水押保育所と水明保育所を廃止し、必要な保育供給量の確保と人的資源の有効活用を図るため、民間

誘致による（仮称）大橋保育園を設置する。 

 

(1) 主な内容 

  ア 新たに設置する施設の概要 

施設名    （仮称）大橋保育園 

設置施設   私立認可保育所 

開園予定   令和８年４月１日 
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予定認可定員 ６０名程度 

開設場所   石巻市大橋一丁目１番２の一部（敷地面積：約４，３１０㎡） 

選定方法   公募 

 

イ 廃止する施設の概要（入所状況等を含む） 

保 育 所 名 水押保育所 水明保育所 適要 

所 在 地 水押二丁目１１－２０ 水明南一丁目１２－２１  

定 員 ６０名 ６０名 令和５年４月１日時点 

敷 地 面 積 １，９８８㎡ １，３８３㎡  

延 床 面 積 ５２２．８㎡ ４２８．１㎡  

建 築 年 度 昭和４８年度 昭和５３年度  

建 物 構 造 木造 木造  

入 所 児 童 数 ４０名 ３６名 令和５年４月１日時点 

職 員 数 保育士１３名、調理員３名 保育士７名、調理員３名 令和５年４月１日時点 

 

(2) 今後の予定 

 令和６年 ３月    保育所設置・運営事業者公募開始 

       ５月～８月 保育所設置・運営事業者選定 

       ８月    水押保育所・水明保育所保護者説明会（事業者決定） 

  令和７年 ２月    建設費補助金事前協議（国・市） 

４月    国からの建設費補助金内示 

６月    令和７年市議会第２回定例会に関係予算案について提案 

  令和８年 ４月    開園 

 

 [報告事項] 

１ 公益財団法人ブルーシー・アンド・グリーンランド財団との「防災拠点の設置および 

災害時相互支援体制構築事業」に関する協定の締結について（総務部） 

本市では、東日本大震災や令和元年台風１９号等の災害の教訓を踏まえ、公益財団法人ブルーシー・

アンド・グリーンランド財団（以下「Ｂ＆Ｇ財団」という。）が実施する「防災拠点の設置および災害時

相互支援体制構築事業」を活用し、令和４年度から防災倉庫や重機等の整備、重機操作研修等を実施し

てきた。 

本事業の活用にあたっては、Ｂ＆Ｇ財団の支援終了後も、研修会や他自治体との緊急時相互支援が要

件とされていることから、先般、「防災拠点の設置および災害時相互支援体制構築事業」に関する協定を

締結した。 

 

(1) 主な内容 

  ア 事業内容 

①自治体間の相互支援体制構築及び連携の促進 

②災害発生時に支援が必要と判断された場合の物的及び人的支援等の実施 

③災害発生時に支援が必要と判断された場合の民間団体等への機材の貸出等 

④市関係部局及び外部の関係機関との連携・調整 

⑤配備した機材を活用した定期的な研修の実施と継続 

⑥配備した防災倉庫及び機材等の管理・保全  
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⑦配備した機材の定期的な運用や活用、適宜適切なメンテナンスの実施 

⑧上記のほか、防災拠点及び災害支援全般に関すること 

イ 事業の継続 

法令及び条例等に違反しない限り、支援金の交付終了後も上記１記載の内容を継続して実施す

る。 

ウ その他 

 本協定は、Ｂ＆Ｇ財団の「防災拠点の設置および災害時相互支援体制構築事業」の一環として

締結するものであり、協定内容は全国一律となっている。 

 

(2) 今後の予定 

 令和６年度～ 救助艇研修、周辺自治体との合同研修（重機操作研修等） 

       

２ 石巻市成年後見制度利用支援事業における報酬助成対象者等の拡充について（保健福祉部） 

成年後見制度を利用するに当たって、成年後見人等への報酬支払いが発生する場合があるが、報酬は

成年被後見人等の財産から支出されるため、経済的又はその他の理由により報酬を捻出できなないケー

スが散見される。 

本市では、成年後見制度利用支援事業を実施し、成年後見人等への報酬費用を捻出することが困難な

成年被後見人等に助成を行っているが、その対象を市長の申立てにより成年後見制度の利用を開始した

者に限定している。 

そのため、本人や親族による申立てにより同制度の利用を開始した者は経済的に困窮していても助成

の対象とならず、後見等を開始した際の形式により制度利用に対する負担が変わるという不公平な状況

になっている。 

成年後見人等への報酬助成の対象者等を拡充することで、公平な成年後見制度の利用促進を図る。 

 

(1) 主な内容 

 成年後見人等への報酬助成を次のとおり改正する。 

 改正後 現 行 

１ 助成対象者 石巻市に住所又は居所を有する成年

被後見人等（住所地特例者等を含む） 

石巻市長の申立てにより成年後見

制度の利用を開始した成年被後見

人等 

２ 報酬の範囲 後見人等(※１)、後見監督人等(※２)

に対する報酬 

後見人等に対する報酬 

３ 助成の要件 (１)生活保護受給者等 

(２)一定の経済的要件（※３）を満た

す者  

(３)その他報酬の支払い費用を負担

することが困難である者 

(１)生活保護受給者等 

(２)その他報酬の支払い費用を負

担することが困難である者 

  ※１ 成年後見人、保佐人及び補助人（親族が選任されている場合を除く） 

  ※２ 成年後見監督人、保佐監督人、補助監督人 

※３ 以下の全てを満たす者 

    ア 本人が市民税を課税されていない者であること。 

イ 本人の現金及び預貯金額が、報酬額に７０万円を加えた金額を下回ること。 

ウ 本人が居住する家屋その他日常に必要な資産以外に活用できる資産がないこと。 
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(2) 今後の予定 

 令和６年２月 市議会第１回定例会に関係予算案について提案 

     ３月 石巻市成年後見制度利用支援事業実施要綱の全部改正 

（施行予定年月日：令和６年４月１日） 

     ４月 市報、市ホームページ等による周知 

 

３ 石巻市勤労者生活安定資金融資制度の資金用途の拡充等について（産業部） 

本制度は、大企業と中小企業の福利厚生面での格差是正するために創設された制度であり、東北労

働金庫が窓口となり市からの預託金に対し融資限度額を設け、低金利で中小企業の勤労者に対し融資

を行っているが、近年は利用が低調に推移しており、利用しやすい制度内容への改正が必要となって

いる。 

 融資を希望する中小企業勤労者が利用しやすい制度内容に改正し、中小企業勤労者の生活の維持安

定に寄与するもの。 

  

(1) 主な内容 

ア 現行 

資金用途 一般生活資金 教育資金 自動車資金 

融 資 額 １００万円以内 ３００万円以内 ２００万円以内 

貸付利率 ２．７５％ １．４５％ １．４５％ 

資金用途 

勤労者等の婚姻、出産、療

養、葬祭、住居移転、住宅

修理、災害復旧その他生活

の安定のために必要な資

金 

勤労者等の学校等への

入学又は在学に必要な

資金 

 

 

通勤に供する自動車の購

入に必要な資金 

 

 

 

イ 拡充等の内容 

①一般生活資金 旅行、家電、家具の購入等、その他生活の安定のために必要な資金を明文化 

②教育資金   塾、講座受講、資格取得等、教育に関連する資金用途の拡充 

③自動車資金  車検、運転免許取得、タイヤ等、自動車に関連する資金用途の拡充 

④融資対象者の資格緩和 

 ・市町村民税の完納や連帯保証人を付すことは求めない。 

・各資金を重複して融資を受けることも可とする。 

 

(2) 今後の予定 

 令和６年２月 石巻市勤労者生活安定資金融資規則の一部改正 

（施行予定年月日：令和６年４月１日） 

 

４ 地方公営企業法施行令の改正に伴う関係規則の整理について（建設部） 

地方公営企業法施行令の一部改正を含む「地方自治法施行令等の一部を改正する政令」が公布され、

公金事務の私人への委託に関する制度の見直しに伴う改正や条の繰上げが行われた。 

地方公営企業法施行令の改正に伴い、同施行令を引用する石巻市下水道事業の財務に関する特例を定

める規則の整理を行うもの。 
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(1) 主な内容 

地方公営企業法施行令の条の繰上げ及び削除に伴い、規則における引用条項の整理を行うもの。 

石巻市下水道事業の財務に関する特例を定める規則新旧対照 

改    正 現    行 

（支出事務の委託） 

第３８条 第３４条の規定は、法第３３条の２

の規定により、私人に必要な資金を交付して

支出事務の委託を行う場合について準用す

る。 

（随意契約） 

第９４条 施行令第２１条の１３第１項第１

号の規定により随意契約とすることができ

る場合は、石巻市契約規則第１８条に規定す

る額とする。 

２ 施行令第２１条の１３第１項第３号及び

第４号の規定により定める手続は、石巻市契

約規則第１８条の２に規定する手続とする。 

（入札保証金及び契約保証金） 

第９５条 施行令第２１条の１４の規定によ

り定める入札保証金及び契約保証金の額は、

石巻市契約規則第５条及び第２５条に規定

する額とする。 

（支出事務の委託） 

第３８条 第３４条の規定は、施行令第２１条

の１１第１項の規定により、私人に必要な資

金を交付して支出事務の委託を行う場合に

ついて準用する。 

（随意契約） 

第９４条 施行令第２１条の１４第１項第１

号の規定により随意契約とすることができ

る場合は、石巻市契約規則第１８条に規定す

る額とする。 

２ 施行令第２１条の１４第１項第３号及び

第４号の規定により定める手続は、石巻市契

約規則第１８条の２に規定する手続とする。 

（入札保証金及び契約保証金） 

第９５条 施行令第２１条の１５の規定によ

り定める入札保証金及び契約保証金の額は、

石巻市契約規則第５条及び第２５条に規定

する額とする。 

 

(2) 今後の予定 

  令和６年３月 石巻市下水道事業の財務に関する特例を定める規則の一部改正 

（施行予定年月日：令和６年４月１日） 

 

５ 浄化槽切替助成事業補助金の見直しについて（建設部） 

平成３０年４月以降、下水道事業の供用開始区域で、浄化槽から下水道への接続替えを行う者に対

し、工事費用の一部を補助している。 

  一方、経済的な負担が下水道接続阻害要因となっており、供用開始時から実際に下水道に接続する

まで、３年超の時間を要している事例が多く見受けられる。 

  下水道への早期接続を促進し、生活環境及び公衆衛生の維持・向上を図るため、下水道接続に係る

補助金額及び補助対象の見直しを行うもの。 

 

(1) 主な内容 

見直し内容 

 改  正（案） 現  行 

名  称 石巻市下水道接続助成事業補助金交付要綱 石巻市浄化槽切替助成事業補助金交付要綱 

助成対象 既設の浄化槽又はくみ取便所を廃止し、公

共下水道（農業集落排水施設を含む。）に接

続した者 

既設の浄化槽を廃止し、公共下水道に接続

した者 

助成金額 (1) 下水道に接続できる時（処理区域にお

いて下水道が供用開始となった時）から

３年以内に接続 上限２０万円(※) 

(2) (1)以外 上限１０万円 

上限１０万円 

※新制度施行後３年間は、下水道に接続できる時から３年を経過していても、(1)の助成の対象と

する。 
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(2) 今後の予定 

令和６年２月 市議会第１回定例会に関係予算案について提案 

３月  石巻市浄化槽切替助成事業補助金交付要綱の一部改正 

（施行予定年月日：令和６年４月１日） 

ホームページ、窓口、工事説明会で案内 

【その他】 

 ・本会議等における対応について（総務部） 

 ・令和６年市議会第１回定例会における施政方針関係の対応について（復興企画部） 

 

以上 


